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今後の論点とスケジュール（案）

１ 重点計画見直しの基本方針
→「大震災を踏まえた今後の社会資本

○ 「国民の安全・安心を守る」という社会資本整備の使命を踏まえた 整備のあり方」について、８月中に
これまでの社会資本整備に係る課題 「中間とりまとめ」

○ 国土保全等の基本的政策分野に即した社会資本整備が目指す姿

例：「災害に強い国土構造への再構築」
・防災地域・まちづくりの全国展開
・多重性（リダンダンシー）にも配慮した災害に強い広域交通基盤の
整備・構築

「高齢者やコミュニティに配慮したまちづくり」
「地域産業・経済を支える都市・交通基盤」

○ 計画期間における重点目標

２ ハード・ソフトの連携方策に係る基本的な考え方

○ 政策分野ごとのハード・ソフト連携の意義

○ 特に国土保全、防災分野における連携のあり方と実効性を確保する
方策

☆ 津波防災地域・まちづくりについて →中央防災会議（東北地方太平洋沖地震を
教訓とした地震・津波対策に関する専門調

・ ハード・ソフトを総動員した津波防災地域・まちづくりの 査会）、復興構想会議における検討状況
基本的な考え方 も踏まえ、早期に一定の方向性を提示

・ 多重防御、土地利用・建築構造の誘導等についての考え方

年内を目途に最終答申 １



防災についての考え方

国土形成計画（Ｈ２０．７） 社会資本整備重点計画（Ｈ２１．３）

○減災の観点も重視した災害対策の推進 ○社会資本整備事業を巡る現状と課題

地震やこれによる津波、火山噴火、豪雨、豪雪、高潮等の様々な外力 将来の甚大な災害の発生にいかに備えるかが問われており、それゆえに、今こそ、社会
から国民の生命と財産を守る「防災」の強化に際して、ハード対策の重点 資本整備の重大な使命が、「国民の安全・安心を守る」ことにあることを改めて強く認識
的な整備を実施していくとともに、万一災害が生じた場合にあっても、 災害リスクの増大に迅速かつ柔軟に対応していかなければならない。
被害を最小限に食い止める「減災」の考え方の具体化が急務となっている。

このためには、予防的対応、甚大な被害が発生した地域を再び被災させないための対策
そのため、人的被害の回避・軽減や国民生活・社会経済活動への深刻な 及びソフト施策との連携を重視し、人命被害を生じさせないよう、また、被災した場合も

ダメージを回避する観点から、重点的にハード整備を進めていくほか、 国民生活や経済社会活動に深刻な影響を生じさせないよう、守るべき地域・機能を明確に
地方公共団体等が管理する防災施設の維持管理体制の更なる強化等が必要 した計画的な防災・減災対策を実施していくことが必要である。
である。また、大規模地震など広域化・複合化・長期化が懸念されている
災害に関しては、被害を最小限にする減災の考え方を重視しつつ、ハード
整備と一体的に様々なソフト対策に取り組むとともに、防災・危機管理
体制も広域的に確立していく必要がある。

○災害リスクを減少させる国土利用

災害の危険性のある区域を減少させるため、既存の地形等の地域特性を
踏まえつつ、堤防、輪中堤の整備や宅地の嵩上げを行うとともに、既存の
鉄道、道路等の盛土構造物等を有効活用することにより浸水等に対する
防御機能の向上を図る。

災害の危険性のある区域の人口や資産を安全な地域へと誘導させるため
災害危険区域や土砂災害特別警戒区域の指定等により、新規住宅の立地
抑制を図る。 ○東北ブロックの社会資本の重点整備方針（Ｈ２１．８）

重点目標「災害から暮らしを守る地域の形成」

・津波被害の防止・軽減のため、防波堤・海岸堤防の整備や津波避難場所の整備、河口・
沿岸部の水門等の遠隔操作体制の整備、ＧＰＳ波浪計や潮位計を活用した観測網の構築
と情報伝達システムの整備を推進する。

・被害の防止及び減災を図るため…防災施設の整備とともに、土砂災害警戒区域等の情報
提供、ハザードマップの作成や防災教育の推進などのソフト対策を推進する。

・沿川の土地利用状況を踏まえ、輪中堤…など多様な治水対策を推進する。

２



３ 
出典：平成20年２月13日国土審議会配付資料（国土形成計画（全国計画）参考図表） 
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